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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　生産システムに対して実行する作業の実行計画を立案する作業計画立案装置であって、
　複数の前記作業それぞれについて、当該作業を実行する作業時刻、及び当該作業の実行
に必要な準備に要する準備時間を算出する算出部と、
　複数の前記準備それぞれについて、前記算出部で算出された前記作業時刻及び前記準備
時間に基づいて、当該準備が前記作業時刻までに完了するように、当該準備の準備開始時
刻を決定する作業計画部と、
　前記複数の準備それぞれについて、重複して実行される他の準備に割り当てられていな
い作業者のうちの所定の条件を満たす作業者を、当該準備を実行させる作業者として割り
当てる割当部と、
　前記複数の準備それぞれについて、前記準備開始時刻以前の所定のタイミングで、当該
準備の実行が必要であることを、前記割当部で割当られた前記作業者に報知する報知部と
、
　前記準備の実行が必要であることを前記報知部で報知してから前記準備が実際に開始さ
れるまでの待機時間を測定する測定部と、を備え、
　前記報知部は、前記準備の準備開始時刻から前記測定部で測定された過去の前記待機時
間だけ遡ったタイミングで、当該準備の実行が必要であることを報知する
　作業計画立案装置。
【請求項２】
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　前記所定の条件とは、当該準備を実行する場所に最も近い場所にいることである
　請求項１に記載の作業計画立案装置。
【請求項３】
　前記所定の条件とは、当該準備の過去の実行効率が最も高いことである
　請求項１に記載の作業計画立案装置。
【請求項４】
　該作業計画立案装置は、さらに、前記生産システムのスループットを測定する測定部を
備え、
　前記算出部は、前記測定部で測定された過去の所定期間におけるスループットに基づい
て、前記複数の作業それぞれの前記作業時刻を算出する
　請求項１～３のいずれか１項に記載の作業計画立案装置。
【請求項５】
　該作業計画立案装置は、さらに、前記準備に要した実際の時間である実績時間を測定す
る測定部を備え、
　前記算出部は、前記測定部で測定された前記実績時間に基づいて、前記複数の準備それ
ぞれの前記準備時間を算出する
　請求項１～４のいずれか１項に記載の作業計画立案装置。
【請求項６】
　前記報知部は、前記準備開始時刻までの間に、徐々に報知間隔を狭めながら繰り返し報
知する
　請求項１～５のいずれか１項に記載の作業計画立案装置。
【請求項７】
　前記作業とは、前記生産システムで使用される部品を交換することを指し、
　前記準備とは、新たな部品を前記生産システムで使用可能な状態にすることを指す
　請求項１～６のいずれか１項に記載の作業計画立案装置。
【請求項８】
　生産システムに対して実行する作業の実行計画を立案する作業計画立案方法であって、
　複数の前記作業それぞれについて、当該作業を実行する作業時刻、及び当該作業の実行
に必要な準備に要する準備時間を算出する算出ステップと、
　複数の前記準備それぞれについて、前記算出ステップで算出された前記作業時刻及び前
記準備時間に基づいて、当該準備が前記作業時刻までに完了するように、当該準備の準備
開始時刻を決定する作業計画ステップと、
　前記複数の準備それぞれについて、重複して実行される他の準備に割り当てられていな
い作業者のうちの所定の条件を満たす作業者を、当該準備を実行させる作業者として割り
当てる割当ステップと、
　前記複数の準備それぞれについて、前記準備開始時刻以前の所定のタイミングで、当該
準備の実行が必要であることを、前記割当ステップで割当られた前記作業者に報知する報
知ステップと、
　前記準備の実行が必要であることを前記報知部で報知してから前記準備が実際に開始さ
れるまでの待機時間を測定する測定ステップ、を含み、
　前記報知ステップにおいて、前記準備の準備開始時刻から前記測定ステップで測定され
た過去の前記待機時間だけ遡ったタイミングで、当該準備の実行が必要であることを報知
する
　作業計画立案方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、生産システムに対して実行する作業の実行計画を立案し、開始タイミングで
報知する作業計画立案装置及び作業計画立案方法に関するものである。
【背景技術】
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【０００２】
　基板に部品を実装する従来の部品実装装置において、例えば、実装する部品を格納する
テープフィーダ等の交換には、オペレータによる補助作業が必要となる。そこで、補助作
業のタイミングをオペレータに告知する方法が、例えば特許文献１に開示されている。
【０００３】
　具体的には、特許文献１には、オペレータによる作業時間を測定し、この測定結果に基
づいて告知タイミングを更新する方法が開示されている。これにより、オペレータの作業
能力に見合ったタイミングで告知できるようになると記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００５－３５３８４７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、特許文献１に開示されている告知方法は、個々の装置に対する告知タイ
ミングを最適化するに過ぎず、生産システム全体で必要な補助作業の告知タイミングを最
適化しているとは言い難い。
【０００６】
　そこで、本発明は、上記の事情に鑑みてなされたものであり、生産システムに対して実
行する作業の実行計画を立案し、最適なタイミングで報知することのできる作業計画立案
装置及び作業計画立案方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明の一形態に係る作業計画立案装置は、生産システムに対して実行する作業の実行
計画を立案する。具体的には、作業計画立案装置は、複数の前記作業それぞれについて、
当該作業を実行する作業時刻、及び当該作業の実行に必要な準備に要する準備時間を算出
する算出部と、複数の前記準備それぞれについて、前記算出部で算出された前記作業時刻
及び前記準備時間に基づいて、当該準備が前記作業時刻までに完了するように、当該準備
の準備開始時刻を決定する作業計画部と、前記複数の準備それぞれについて、重複して実
行される他の準備に割り当てられていない作業者のうちの所定の条件を満たす作業者を、
当該準備を実行させる作業者として割り当てる割当部と、前記複数の準備それぞれについ
て、前記準備開始時刻以前の所定のタイミングで、当該準備の実行が必要であることを、
前記割当部で割当られた前記作業者に報知する報知部とを備える。
【０００８】
　上記構成によれば、各準備に適切な作業者を割り当てることができるので、生産システ
ムに対して実行する作業の実行計画を立案し、最適なタイミングで報知することのできる
作業計画立案装置を得ることができる。
【０００９】
　一例として、前記所定の条件とは、当該準備を実行する場所に最も近い場所にいること
であってもよい。
【００１０】
　これにより、作業者の移動による時間のロスを最小限に抑えることができる。
【００１１】
　他の例として、前記所定の条件とは、当該準備の過去の実行効率が最も高いことであっ
てもよい。
【００１２】
　これにより、不慣れな作業者を割り当てたことによる準備の遅れを有効に防止すること
ができる。
【００１３】
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　さらに、該作業計画立案装置は、前記生産システムのスループットを測定する測定部を
備えてもよい。そして、前記算出部は、前記測定部で測定された過去の所定期間における
スループットに基づいて、前記複数の作業それぞれの前記作業時刻を算出してもよい。
【００１４】
　さらに、該作業計画立案装置は、前記準備に要した実際の時間である実績時間を測定す
る測定部を備えてもよい。そして、前記算出部は、前記測定部で測定された前記実績時間
に基づいて、前記複数の準備それぞれの前記準備時間を算出してもよい。
【００１５】
　このように、実際の測定値を用いて作業時刻、及び／又は、準備時間を算出することに
より、より信頼性の高い作業計画を立案することができる。
【００１６】
　さらに、該作業計画立案装置は、前記準備の実行が必要であることを前記報知部で報知
してから実際に前記準備が実際に開始されるまでの待機時間を測定する測定部を備えても
よい。そして、前記報知部は、前記準備の準備開始時刻から前記測定部で測定された過去
の前記待機時間だけ遡ったタイミングで、当該準備の実行が必要であることを報知しても
よい。
【００１７】
　このように、作業者に報知してから実際に準備が開始されるまでのタイムラグを考慮す
ることにより、準備の遅れに起因する生産システムのスループットの低下を有効に防止す
ることができる。
【００１８】
　また、前記報知部は、前記準備開始時刻までの間に、徐々に報知間隔を狭めながら繰り
返し報知してもよい。
【００１９】
　例えば、前記作業とは、前記生産システムで使用される部品を交換することを指しても
よい。また、前記準備とは、新たな部品を前記生産システムで使用可能な状態にすること
を指してもよい。
【００２０】
　本発明の一形態に係る作業計画立案方法は、生産システムに対して実行する作業の実行
計画を立案する方法である。具体的には、作業計画立案方法は、複数の前記作業それぞれ
について、当該作業を実行する作業時刻、及び当該作業の実行に必要な準備に要する準備
時間を算出する算出ステップと、複数の前記準備それぞれについて、前記算出ステップで
算出された前記作業時刻及び前記準備時間に基づいて、当該準備が前記作業時刻までに完
了するように、当該準備の準備開始時刻を決定する作業計画ステップと、前記複数の準備
それぞれについて、重複して実行される他の準備に割り当てられていない作業者のうちの
所定の条件を満たす作業者を、当該準備を実行させる作業者として割り当てる割当ステッ
プと、前記複数の準備それぞれについて、前記準備開始時刻以前の所定のタイミングで、
当該準備の実行が必要であることを、前記割当ステップで割当られた前記作業者に報知す
る報知ステップとを含む。
【発明の効果】
【００２１】
　本発明によれば、生産システムに対して実行する作業の実行計画を立案し、最適なタイ
ミングで報知することのできる作業計画立案装置を得ることができる。
【図面の簡単な説明】
【００２２】
【図１】実施の形態１に係る部品実装システムの構成を示す外観図である。
【図２】実施の形態１に係る部品実装装置の外観図である。
【図３】部品実装装置の内部の主要な機械的構成を示す構成図である。
【図４】ヘッドと部品カセットとの位置関係を示す模式図である。
【図５】実施の形態１に係るスクリーン印刷装置を模式的に示す図である。
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【図６】実施の形態１に係る作業計画立案装置の機能ブロック図である。
【図７】実施の形態１に係る作業計画立案装置の動作を示すフローチャートである。
【図８】実施の形態１に係る作業計画の例を示す図である。
【図９】図８に示される準備開始時刻、準備終了時刻、及び作業時刻をプロットしたチャ
ートに、実施の形態１の方法で割り当てられた担当者を示す図である。
【図１０】各作業者が各準備に実際に要する時間の例を示す表である。
【図１１】図８に示される準備開始時刻、準備終了時刻、及び作業時刻をプロットしたチ
ャートに、実施の形態２の方法で割り当てられた担当者を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００２３】
　以下、本発明の実施の形態について、図面を用いて詳細に説明する。なお、以下で説明
する実施の形態は、いずれも本発明の好ましい一具体例を示すものである。以下の実施の
形態で示される数値、形状、材料、構成要素、構成要素の配置位置及び接続形態、ステッ
プ、ステップの順序などは、一例であり、本発明を限定する主旨ではない。本発明は、特
許請求の範囲によって特定される。よって、以下の実施の形態における構成要素のうち、
本発明の最上位概念を示す独立請求項に記載されていない構成要素については、本発明の
課題を達成するのに必ずしも必要ではないが、より好ましい形態を構成するものとして説
明される。
【００２４】
　（実施の形態１）
　図１は、本発明の実施の形態１に係る生産システムの一例である部品実装システムの構
成を示す外観図である。
【００２５】
　部品実装システム１０は、上流側の生産設備から下流側の生産設備に基板２０を搬送し
、基板２０に電子部品などの部品が実装された実装基板２０ａを生産する生産システムの
一例である。この部品実装システム１０は、図１に示されるように、２台の部品実装装置
２００ａ、２００ｂ（以下、総称して「部品実装装置２００」と表記する）と、スクリー
ン印刷装置３００と、３台の検査装置４００ａ、４００ｂ、４００ｃ（以下、総称して「
検査装置４００」と表記する）と、接着剤塗布装置５００と、リフロー炉６００とを備え
る。
【００２６】
　なお、部品実装装置２００、スクリーン印刷装置３００、検査装置４００、接着剤塗布
装置５００、及びリフロー炉６００は、それぞれ実装基板を生産するための実装基板生産
装置の一例である。
【００２７】
　また、この部品実装システム１０は、通信回線を通じて、作業計画立案装置１００に接
続されている。部品実装システム１０と作業計画立案装置１００とを接続する通信回線の
具体例は特に限定されず、有線であってもよいし、無線であってもよいし、その組み合わ
せであってもよい。
【００２８】
　スクリーン印刷装置３００は、基板２０をストックするストッカ（図示せず）から基板
２０を受け取り、ペースト状のはんだであるソルダーペーストを基板２０の表面にスクリ
ーン印刷する装置である。
【００２９】
　接着剤塗布装置５００は、基板２０上に接着剤を塗布する装置である。
【００３０】
　部品実装装置２００は、部品を基板２０に実装する装置である。具体的には、複数の部
品実装装置２００ａ、２００ｂは、上流から下流に向けて搬送される基板２０に部品を実
装していく。つまり、まず上流側の部品実装装置２００ａが基板２０を受け取り、その基
板２０に対して部品を実装する。そして、部品実装装置２００ａで部品が実装された基板
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２０が下流側の部品実装装置２００ｂに送り出され、部品実装装置２００ｂでさらに部品
が実装される。このようにして、各部品実装装置２００に基板２０が順次送られ、部品が
実装される。
【００３１】
　リフロー炉６００は、部品が実装された基板２０を熱することにより、はんだ等を溶か
した後、部品を基板２０上に固定させる装置である。
【００３２】
　検査装置４００は、基板２０上の状態を検査する装置である。具体的には、図１に示さ
れる部品実装システム１０は、スクリーン印刷装置３００によるはんだ付け状態の外観を
検査する検査装置４００と、部品実装装置２００による基板２０上の部品の装着状態を検
査する検査装置４００ｂと、リフロー炉６００による熱処理後の基板２０上の状態を検査
する検査装置４００ｃとを備える。
【００３３】
　また、検査装置４００ｃで検査された実装基板２０ａは、実装基板２０ａをストックす
るストッカ（図示せず）に送られる。
【００３４】
　（部品実装装置２００）
　図２は、実施の形態１に係る部品実装装置２００の外観図である。図３は、部品実装装
置２００の内部の主要な機械的構成を示す構成図である。図４は、ヘッド２１２ａと部品
カセット２１４との位置関係を示す模式図である。
【００３５】
　図２に示される部品実装装置２００は、複数種の部品を供給する２つの部品供給部２１
５ａ、２１５ｂと、基板２０を部品実装装置２００の内部に搬入する搬入口２３０とを備
える。この部品実装装置２００は、搬入口２３０から搬入された基板２０を所定位置で停
止させ、部品供給部２１５ａ、２１５ｂから供給される部品を基板２０に実装し、実装基
板２０ａとして下流側に送り出す。
【００３６】
　部品実装装置２００は、図３に示されるように、基板２０に対して部品を実装する２つ
の実装ユニット２１０ａ、２１０ｂと、基板２０を搬送するための一対の基板搬送レール
２２２ａ、２２２ｂと、一対のビーム駆動ロボット２４０とを備えている。２つの実装ユ
ニット２１０ａ、２１０ｂは、協調して基板搬送レール２２２ａ、２２２ｂ上にある基板
２０に対して部品を実装する。
【００３７】
　実装ユニット２１０ａは、部品供給部２１５ａ、部品検査部２１６ａ、ヘッド２１２ａ
、及びビーム２２１ａを備えている。同様に、実装ユニット２１０ｂは、部品供給部２１
５ｂ、部品検査部２１６ｂ、ヘッド２１２ｂ、及びビーム２２１ｂを備えている。実装ユ
ニット２１０ａの詳細な構成について説明する。なお、実装ユニット２１０ｂの詳細な構
成については、実装ユニット２１０ａと同様であるため省略する。
【００３８】
　部品供給部２１５ａは、部品テープを収納する複数の部品カセット（フィーダ）２１４
の配列からなる。また、部品供給部２１５ａの各部品カセット２１４は、基板２０の搬送
方向（Ｘ軸方向）に沿って配列している。なお、部品テープとは、例えば、同一部品種の
複数の部品がテープ（キャリアテープ）上に並べられたものであり、リール等に巻かれた
状態で供給される。また、部品テープに並べられる（収納される）部品は、例えばチップ
部品であって、具体的には０４０２チップ部品や１００５チップ部品などである。
【００３９】
　ヘッド２１２ａは、例えばマルチ装着ヘッドと呼ばれるヘッドであって、複数の吸着ノ
ズル（以下、単にノズルという）を備えることができる。例えば、部品供給部２１５ａか
ら１０個の部品をヘッド２１２ａのノズルにより吸着して基板２０に装着することができ
る。このようなヘッド２１２ａは、軸状に構成されたビーム２２１ａに対してスライド自
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在に取り付けられている。ヘッド２１２ａは、例えば、モータなどのアクチュエータの駆
動により、ビーム２２１ａに沿ってｘ軸方向に移動する。
【００４０】
　ビーム２２１ａは、基板２０の搬送方向（Ｘ軸方向）と垂直な方向（Ｙ軸方向）に沿っ
て互いに平行に配置された一対のビーム駆動ロボット２４０上に、Ｙ軸方向にスライド自
在に取り付けられている。したがって、ビーム２２１ａは、例えばモータなどのアクチュ
エータの駆動により、一対のビーム駆動ロボット２４０上をＹ軸方向に沿って移動する。
すなわち、ヘッド２１２ａは、ビーム駆動ロボット２４０およびビーム２２１ａによって
Ｘ軸方向およびＹ軸方向に移動する。
【００４１】
　基板搬送レール２２２ａ、２２２ｂは、それぞれＸ軸方向に対して平行となるように配
置されている。ここで、基板搬送レール２２２ａは、部品供給部２１５ａ側に寄せて固定
されている。一方、基板搬送レール２２２ｂは、搬送される基板２０のサイズ（幅）に応
じてＹ軸方向に幅調整可能に移動する。部品実装装置２００の搬入口２３０から搬入され
た基板２０は、一対の基板搬送レール２２２ａ、２２２ｂ上に沿って搬送されてストッパ
ーなどによりｘ軸方向の所定位置で停止される。
【００４２】
　部品検査部２１６ａは、ヘッド２１２ａに吸着された部品の形状や吸着状態（位置又は
姿勢等）を２次元又は３次元的に検査するために用いられる。また、部品検査部２１６ａ
は、部品供給部２１５ａにおけるＸ軸方向に沿った中央付近に配置されている。
【００４３】
　このように構成された部品実装装置２００において、ヘッド２１２ａは、部品供給部２
１５ａから供給される部品を吸着して基板２０上に移動し、吸着している部品をその基板
２０の各実装点に装着し、部品供給部２１５ａ上に戻るという一連の動作を繰り返し実行
する。ヘッド２１２ｂも同様に、部品供給部２１５ｂから供給される部品を吸着して基板
２０上に移動し、吸着している部品をその基板２０の各実装点に装着し、部品供給部２１
５ｂ上に戻るという一連の動作を繰り返し実行する。
【００４４】
　（スクリーン印刷装置３００）
　図５は、本実施の形態１に係るスクリーン印刷装置３００を模式的に示す図である。な
お、図５に示されるスクリーン印刷装置３００は、基板２０（被印刷物）が搬送される方
向に向かった状態を示している。
【００４５】
　このスクリーン印刷装置３００は、基板２０にペースト状のクリームはんだのパターン
を印刷する装置であり、電圧の印加状態などを制御する機能部３０１と、具体的な装置か
らなる機構部３０２とを備える。機構部３０２は、さらに、孔版マスク３０３と、スキー
ジ３０４と、テーブル３０５とを主に備える。
【００４６】
　孔版マスク３０３は、被印刷物である基板２０の種類に対応した転写パターンを貫通孔
として備えるシート状または板状の部材である。
【００４７】
　スキージ３０４は、孔版マスク３０３上でクリームはんだをかき寄せるためのゴムから
なる角柱状の部材であり、導電性を備えている。このスキージ３０４は、スキージ３０４
を昇降可能とするスキージヘッド３０６に保持されている。また、スキージヘッド３０６
は、クリームはんだをかき寄せる方向にスキージ３０４を移動させることのできる移動機
構３０７に取り付けられている。
【００４８】
　テーブル３０５は、基板２０を保持する基板クランパ３０８、基板クランパ３０８によ
り保持される基板２０を昇降させるＺ軸テーブル３０９、基板２０を回転方向に位置決め
するθ軸テーブル３１０、基板２０を水平方向に位置決めするＸ軸テーブル３１１及びＹ
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軸テーブル３１２等から構成される。このテーブル３０５は、基板２０にクリームはんだ
を印刷する際の孔版マスク３０３と基板２０との位置関係を決定する装置である。
【００４９】
　機能部３０１は、孔版マスク３０３とクリームはんだとの間に電圧を印加するための処
理部であり、電圧印加部３１３と制御部３１４とを備えている。電圧印加部３１３は、制
御部３１４からの信号に基づき所定の位置に所定の電圧を印加する。制御部３１４は、ス
クリーン印刷装置３００の動作状態や印刷工程を監視し、当該動作状態や印刷工程に応じ
て電圧をどのように印加するかの制御を電圧印加部３１３に対して行う。
【００５０】
　上記構成のスクリーン印刷装置３００において、まず、基板クランパ３０８にチャッキ
ングされた基板２０は、θ軸テーブル３１０、Ｘ軸テーブル３１１、及びＹ軸テーブル３
１２によって水平方向及びθ方向の位置の微調整が行われ、Ｚ軸テーブル３０９によって
孔版マスク３０３と密着させられる。
【００５１】
　一方、孔版マスク３０３の上面には、はんだ容器（図示省略）から取り出されたクリー
ムはんだが所定量載置されるとともに、スキージヘッド３０６によって降下したスキージ
３０４が接触する。そして、電圧印加部３１３によって所定の電圧が引火された状態のス
キージ３０４を横方向に移動させることにより、孔版マスク３０３上に載置されたクリー
ムはんだは、かき寄せられるように孔版マスク３０３上を移動し、孔版マスク３０３に形
成された孔に充填されていく。
【００５２】
　（作業計画立案装置１００）
　次に、図６及び図７を参照して、実施の形態１に係る作業計画立案装置１００の構成及
びその動作（作業計画立案方法）を説明する。図６は、実施の形態１に係る作業計画立案
装置１００の機能ブロック図である。図７は、実施の形態１に係る作業計画立案装置１０
０の動作を示すフローチャートである。
【００５３】
　まず、本実施の形態１に係る作業計画立案装置１００は、図６に示されるように、算出
部１１０と、作業計画部１２０と、割当部１３０と、報知部１４０と、測定部１５０とを
備える。この作業計画立案装置１００は、部品実装システム１０に対して実行する作業の
実行計画を立案する装置である。なお、作業計画立案装置１００は、典型的には、パーソ
ナルコンピュータ上で動作するプログラムとして実現される。
【００５４】
　なお、本明細書中の「作業」とは、例えば、部品実装システム１０に対して直接的に、
使用される部品を交換することを指す。また、「準備」とは、例えば、部品実装システム
１０に対して間接的に、新たな部品を部品実装システム１０で使用可能な状態に準備する
ことを指す。すなわち、１つの作業には１以上の準備が対応付けられている。そして、例
えば、１つの作業に対応する全ての準備が完了することにより、その対応する作業を実行
することができるという関係にある。
【００５５】
　例えば、本実施の形態１に係る部品実装システム１０において、部品実装装置２００に
対して部品カセット２１４を取り替えること、及びスクリーン印刷装置３００に対しては
んだ自体やはんだが収納されているはんだ容器を交換することは、「作業」に該当する。
また、例えば、新しい部品カセット２１４を部品実装装置２００に対して設置可能な状態
に準備すること、及びはんだ容器を冷蔵庫等から取り出して中のクリームはんだを自然解
凍させること等は、「準備」に該当する。但し、作業及び準備の具体例はこれに限定され
ない。
【００５６】
　そして、上記の「準備」は、少なくともその一部が作業者の手によって実行される。そ
のため、図１に示されるように、部品実装システム１０が設置されるフロアには、複数の
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作業者α、β、γがいるものとする。そして、作業者α、β、γは、実装基板生産装置の
そば、又はバックヤードで所定の準備を実行する。
【００５７】
　まず、算出部１１０は、複数の作業それぞれについて、当該作業を実行する作業時刻、
及び当該作業の実行に必要な準備に要する準備時間を算出する（Ｓ１１）。例えば、算出
部１１０は、現在時刻から所定の時刻までに必要となる全ての作業について、作業を実行
する作業時刻及び準備時間を算出する。以下、図８に示されるように、現在時刻（１３時
）から所定の時刻（１７時）までに必要な作業Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄの作業時刻及び準備時間を
算出する例を説明する。また、作業Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄに対応する準備を、それぞれ準備Ａ、
Ｂ、Ｃ、Ｄと表記する。
【００５８】
　ここで、作業時刻とは、当該作業を次に実行する時刻を指す。例えば、部品カセット２
１４の交換時刻Ｔnextは、直前の交換時刻Ｔprevと、部品カセット２１４に格納されてい
る部品数Ｎと、１枚の基板２０を生産するのに要する時間ｔと、１枚の基板２０に実装さ
れる当該部品の個数ｎとを用いて、下記式１によって算出することができる。
【００５９】
　Ｔnext　＝　Ｔprev　＋　Ｎ　×　ｔ／ｎ　　・・・（式１）
【００６０】
　はんだ容器の交換作業の場合も上記と同様に考えることができる。すなわち、はんだ容
器に入っているクリームはんだの量であって、クリームはんだ印刷において基板２０に対
して直接使用される量をＮ、１枚の基板２０に使用されるクリームはんだの量をｎとして
、上記式１を適用すればよい。その他の作業についても同様である。
【００６１】
　また、準備時間とは、各作業に対応する準備に要する時間である。この準備時間は、例
えば、予め定められた時間であってもよいし、測定部１５０で実際に測定した実際の準備
時間（実績時間）を用いて算出してもよい（詳細は後述）。
【００６２】
　次に、作業計画部１２０は、複数の準備それぞれについて、算出部１１０で算出された
作業時刻及び準備時間に基づいて、当該準備が作業時刻までに完了するように、当該準備
の準備開始時刻を決定する（Ｓ１２）。具体的には、作業計画部１２０は、作業時刻の所
定時間前（例えば、１５分前）に対応する準備が終了するように、各準備の準備開始時刻
を決定する。また、準備終了時刻は、決定された準備開始時刻に準備時間を加算すること
で算出できる。決定された準備開始時刻及び準備終了時刻を、図８に示す。
【００６３】
　次に、割当部１３０は、複数の準備それぞれについて、当該準備を実行させる作業者を
割り当てる（Ｓ１３）。実施の形態１に係る割当部１３０は、複数の作業者のうち、（ｉ
）重複して実行される他の準備に割り当てられておらず、且つ（ｉｉ）当該準備を実行す
る場所に最も近い場所にいる（所定の条件の一例）作業者を、当該準備に割り当てる。図
１及び図９を用いて、実施の形態１に係る割当部１３０が準備Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄに作業者α
、β、γを割り当てる例を説明する。
【００６４】
　図９は、図８に示される準備開始時刻（実線の図示左側の◆印）、準備終了時刻（実線
の図示右側の◆印）、及び作業時刻（☆印）をプロットしたチャートに、実施の形態１の
方法で割り当てられた担当者を示す図である。ここでは、準備開始時刻の早い準備から順
（すなわち、準備Ｄ、Ａ、Ｃ、Ｂの順）に、上記の条件（ｉ）及び（ｉｉ）に合致する作
業者を割り当てる例を説明する。
【００６５】
　まず、準備Ｄの準備開始時刻では、作業者α、β、γのいずれもが条件（ｉ）を満たす
。そこで、準備Ｄが図１のバックヤードで実行されるとすると、割当部１３０は、図１の
作業者α、β、γのうち、バックヤードに最も近い作業者αを準備Ｄに割り当てる。ここ
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で、割当部１３０は、例えば、ＧＰＳによって各作業者が携帯する携帯端末の位置を特定
することによって、作業者α、β、γの位置を把握することができる。
【００６６】
　次に、準備Ａの準備開始時刻では、重複して実行される準備Ｄに割り当てられた作業者
αを除く作業者β、γが条件（ｉ）を満たす。そこで、準備Ａが図１の部品実装装置２０
０ａのそばで実行されるとすると、割当部１３０は、作業者β、γのうち、部品実装装置
２００ａに最も近い作業者βを準備Ａに割り当てる。
【００６７】
　次に、準備Ｃの準備開始時刻では、作業者αはバックヤードでちょうど準備Ｄを完了し
ており、作業者βは準備Ａを実行中なので、作業者α、γが条件（ｉ）を満たす。そこで
、準備Ｃがバックヤードで実行されるとすると、割当部１３０は、作業者α、γのうち、
バックヤードに最も近い作業者αを準備Ｃに割り当てる。
【００６８】
　最後に、準備Ｂの準備開始時刻では、作業者γのみが条件（ｉ）を満たすので、割当部
１３０は、作業者γを準備Ｂに割り当てる。
【００６９】
　なお、上記の例において、割当部１３０は、全ての準備Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄの担当者を決定
する処理を、最初の準備Ｄが開始されるまでに纏めて実行してもよい。すなわち、割当部
１３０は、現在時刻（１３時）から所定の時刻（１７時）までに実行すべき準備Ａ、Ｂ、
Ｃ、Ｄの担当者を、最初の準備Ｄが開始される時刻（１３時３０分）までに纏めて決定す
ればよい。
【００７０】
　一方、割当部１３０は、各準備Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄの担当者を当該準備が開始されるまで（
又は、当該準備の実行を報知するまで）に決定してもよい。すなわち、割当部１３０は、
準備Ｄの担当者を１３時３０分までに決定し、準備Ａの担当者を１４時１５分までに決定
し、準備Ｃの担当者を１４時３０分までに決定し、準備Ｂの担当者を１５時３０分までに
決定すればよい。
【００７１】
　また、上記の例では、準備開始時刻の早い準備から順に作業者を割り当てたが、割当順
序はこれに限定されない。例えば、準備開始時刻の遅い準備から順に作業者を割り当てて
もよいし、準備の難易度や重要度等を別途保持しておき、難易度や重要度の高い（又は、
低い）作業から順に作業者を割り当ててもよい。
【００７２】
　次に、報知部１４０は、複数の準備それぞれについて、準備開始時刻以前の所定のタイ
ミングで、準備の実行が必要であることを割当部１３０で決定された作業者に報知する（
Ｓ１４）。なお、作業者への報知の方法は特に限定されないが、例えば、作業対象の装置
が備えるディスプレイ及び警告灯等を用いて報知してもよいし、各作業者が携帯する携帯
端末に通知するようにしてもよい。
【００７３】
　なお、所定のタイミングとは、各準備の準備開始時刻ちょうどであってもよいし、各準
備の準備開始時刻から所定の待機時間だけ遡った時刻であってもよい。待機時間とは、報
知してから実際に準備が開始されるまでに要すると推定される時間であって、予め定めら
れた固定値であってもよいし、測定部１５０での測定結果に応じて決定してもよい（詳細
は後述）。
【００７４】
　このように、実施の形態１に係る作業計画立案装置１００によれば、手の空いている作
業者のうち、準備を実行する場所に最も近い作業者を当該準備に割り当てることができる
。その結果、作業者の移動による時間のロスを最小限に抑えることができるので、部品実
装システム１０全体としての作業計画を最適化することができる。
【００７５】
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　測定部１５０は、準備及び作業に関する様々の情報を測定し、測定結果を算出部１１０
及び報知部１４０等に通知する。実施の形態１に係る測定部１５０は、例えば、部品実装
システム１０のスループット、各準備に要した実際の時間である実績時間、及び報知部１
４０による報知から実際に準備が開始されるまでの待機時間等を測定する。但し、測定部
１５０によって測定される情報は、これらに限定されない。また、測定部１５０は、本実
施の形態１に係る作業計画立案装置１００に必須の構成要素ではなく、省略することがで
きる。
【００７６】
　なお、算出部１１０は、測定部１５０で測定された過去の所定期間における部品実装シ
ステム１０のスループットに基づいて、複数の作業それぞれの作業時刻を算出してもよい
。例えば、式１における１枚の基板２０を生産するのに要する時間ｔは、理論値を初期値
として用いるが、その後は測定部１５０で測定された実測値を用いて補正し、更新してい
くのが望ましい。
【００７７】
　また、測定部１５０は、例えば、各実装基板生産装置又は作業者の携帯する携帯端末等
から各種情報を収集することによって、上記の各情報を測定する。例えば、実装基板生産
装置又は携帯端末には、（ａ）報知を確認したこと、（ｂ）準備を開始したこと、及び（
ｃ）準備を完了したこと、のそれぞれを通知するための通知手段（ボタン等）が設けられ
ている。
【００７８】
　そして、それぞれのタイミングで対応するボタンを作業者が押下することにより、測定
部１５０は、例えば、準備を開始した時刻と準備を完了した時刻との差から実績時間を測
定することができ、報知を確認した時刻と準備を開始した時刻との差から待機時間を測定
することができる。
【００７９】
　そして、算出部１１０は、測定部１５０で測定された実績時間に基づいて、複数の準備
それぞれの準備時間を算出してもよい。算出部１１０は、例えば、各準備の準備時間とし
て、過去の所定期間における同一の準備の実績時間の平均値を用いてもよい。また、算出
部１１０は、測定部１５０で測定された各準備の実績時間を作業者別に集計（平均値を算
出）してもよい。そして、算出部１１０は、準備を担当する可能性のある作業者の実績時
間の平均値のうちの最大値を、各準備の準備時間としてもよい。
【００８０】
　また、算出部１１０は、測定部１５０で測定された実績時間に基づいて、複数の準備そ
れぞれの準備完了時刻を算出してもよい。例えば、測定部１５０で測定された過去の実績
時間のうちの最大値に相当する時間を要したとしても、準備の完了が対応する作業時刻に
間に合うように、余裕を持って準備完了時刻を設定するのが望ましい。
【００８１】
　また、報知部１４０は、準備開始時刻から測定部１５０で測定された過去の待機時間だ
け遡ったタイミングで、当該準備の実行が必要であることを報知してもよい。このように
、報知部１４０は、作業計画立案装置１００からの報知を作業者が見てから実際に準備を
開始するまでのタイムラグを考慮して、報知タイミングを前倒しするのが望ましい。前倒
しする時間は、直前に測定された待機時間であってもよいし、過去の所定期間に測定され
た待機時間の平均値を用いてもよい。
【００８２】
　さらに、報知部１４０は、最初に報知してから準備開始時刻（又は、報知を確認したこ
とを示すボタンが押下される）までの間、報知を繰り返し実行してもよい。その際の報知
の間隔は、準備開始時刻に近づくほど小さくする（狭める）のが望ましい。これにより、
作業者が報知に気づかなかったために準備の開始が遅れるのを、有効に防止することがで
きる。
【００８３】
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　（実施の形態２）
　次に、図１０及び図１１を参照して、本発明の実施の形態２に係る作業計画立案方法を
説明する。図１０は、各作業者α、β、γが各準備Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄに実際に要する時間の
例を示す表である。図１１は、図８に示される作業計画に、実施の形態２に係る条件で作
業者を割り当てた例を示す図である。
【００８４】
　なお、以下、実施の形態１との共通点の詳しい説明は省略し、相違点を中心に説明する
。実施の形態２は、割当部１３０の動作（図７のステップＳ１３の処理）が実施の形態１
と異なり、それ以外の構成及び処理は共通する。そこで、作業計画部１２０によって図８
に示されるように作業計画が立案されたものとして、以下の説明を行う。
【００８５】
　まず、実施の形態２に係る割当部１３０は、図１０に示されるような各作業者α、β、
γが各準備Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄの実行に実際に要する時間を示す表を保持している。この表は
、例えば、各作業者α、β、γが各準備Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄを実行するのに要する時間を測定
部１５０で測定した結果であって、直近の値であってもよいし、過去ｘ（ｘは２以上の整
数）回の平均値等であってもよい。
【００８６】
　そして、実施の形態２に係る割当部１３０は、複数の作業者のうち、（ｉ）重複して実
行される他の準備に割り当てられておらず、且つ（ｉｉ）当該準備の過去の実行効率が最
も高い（所定の条件の他の例）作業者を、当該準備に割り当てる。図１０及び図１１を用
いて、実施の形態２に係る割当部１３０が準備Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄに作業者α、β、γを割り
当てる例を説明する。
【００８７】
　図１１は、図８に示される準備開始時刻（実線の図示左側の◆印）、準備終了時刻（実
線の図示右側の◆印）、及び作業時刻（☆印）をプロットしたチャートに、実施の形態２
の方法で割り当てられた担当者を示す図である。ここでは、準備開始時刻の早い準備から
順（すなわち、準備Ｄ、Ａ、Ｃ、Ｂの順）に、上記の条件（ｉ）及び（ｉｉ）に合致する
作業者を割り当てる例を説明する。
【００８８】
　まず、準備Ｄの準備開始時刻では、作業者α、β、γのいずれもが条件（ｉ）を満たす
。そこで、割当部１３０は、図１０の表を参照して、作業者α、β、γのうち、準備Ｄの
実行効率が最も高い（準備Ｄの実行に要する時間が最も短い）作業者αを準備Ｄに割り当
てる。同様に、割当部１３０は、準備Ａの準備開始時刻に手の空いている作業者β、γの
うち、準備Ａの実行効率が最も高い作業者βを準備Ａに割り当て、準備Ｃの準備開始時刻
に手の空いている作業者α、γのうち、準備Ｃの実行効率が最も高い作業者γを準備Ｃに
割り当て、準備Ｂの準備開始時刻に手の空いている作業者αを準備Ｂに割り当てる。
【００８９】
　実施の形態１では準備を実行する場所に一番近い作業者を割り当てたが、この作業者が
必ずしも当該準備に習熟しているとは限らない。そこで、実施の形態２では、過去の実績
に基づいて、最も実行効率の高い作業者を割り当てるので、当該準備に不慣れな作業者を
割り当てたことによる準備の遅れを有効に防止することができる。
【００９０】
　なお、上記の例では、準備完了するまでの所要時間が短い作業者を当該準備の実行効率
が高い作業者としたが、本発明はこれに限定されない。例えば、割当部１３０は、各作業
者α、β、γが過去に各準備Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄを担当した回数を保持していてもよい。そし
て、担当回数が多い作業者を、当該準備の実行効率が高い作業者と推定してもよい。
【００９１】
　なお、本発明の「所定の条件」は、実施の形態１、２の例に限定されない。割当部１３
０は、例えば、過去の所定期間（典型的には、本日）における各作業者α、β、γの準備
の担当回数を保持し、手の空いている作業者のうち、準備の担当回数が最も少ない作業者
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を優先的に割り当るようにしてもよい。これにより、各作業者の作業量を平準化すること
ができる。
【００９２】
　また、図９及び図１１の例において、作業Ａ～Ｄの準備に作業者α、β、γを割り当て
たが、作業Ａ～Ｄの作業の実行を含めて考えると、図１１の例では、各準備を担当した作
業者が各準備に対応する作業を実行（作業時刻（☆印））することができる。
【００９３】
　一方、図９の例では、作業者αが、作業Ｄの準備終了後すぐに作業Ｃの準備を開始する
ことになるので、作業Ｄの実行（作業時刻（１４時４５分の☆印））と、作業Ｃの準備と
が時間軸上重なっている。このような場合は、下記の２通りの対応が考えられる。
【００９４】
　まず、他の準備と重なる作業（例えば、図９の作業Ｄ）が、例えば部品カセット２１４
の交換やはんだ容器の交換等の短時間で実行可能な作業である場合には、準備（例えば、
図９の準備Ｃ）の実行を報知するタイミングで当該作業Ｄの実行を優先して行うように、
対応する作業者（作業者α）に指示すればよい。
【００９５】
　一方、作業の実行にある程度の時間を必要とする場合には、図７のステップＳ１３にお
いて、図１１の例のように、同一の作業者が行うべき作業と準備とが時間軸上で重ならな
いように、各準備に作業者を割り当てればよい。
【００９６】
　また、実施の形態１、２では部品実装システム１０の作業計画を立案する例を示したが
、本発明はこれに限定されない。すなわち、上記の各実施の形態１、２によれば、例えば
液晶パネルの生産システム等のあらゆる生産システムの作業計画を立案し、適切なタイミ
ングで報知を行うことができる。
【００９７】
　また、実施の形態１、２では、部品実装システム１０に対して、部品カセット２１４や
はんだ容器の交換に伴う準備及び作業の計画を立案する例を示したが、本発明はこれに限
定されない。例えば、異方性導電膜（ＡＣＦ）、溶剤、又は接合部材等の交換に伴う準備
及び作業の計画を立案する場合にも適用することができる。
【００９８】
　（その他の実施の形態）
　なお、本発明を上記実施の形態に基づいて説明してきたが、本発明は、上記の実施の形
態に限定されないのはもちろんである。以下のような場合も本発明に含まれる。
【００９９】
　（１）上記の各装置は、具体的には、マイクロプロセッサ、ＲＯＭ、ＲＡＭ、ハードデ
ィスクユニット、ディスプレイユニット、キーボード、マウスなどから構成されるコンピ
ュータシステムで実現され得る。ＲＡＭまたはハードディスクユニットには、コンピュー
タプログラムが記憶されている。マイクロプロセッサが、コンピュータプログラムにした
がって動作することにより、各装置は、その機能を達成する。ここでコンピュータプログ
ラムは、所定の機能を達成するために、コンピュータに対する指令を示す命令コードが複
数個組み合わされて構成されたものである。
【０１００】
　（２）上記の各装置を構成する構成要素の一部または全部は、１個のシステムＬＳＩ（
Ｌａｒｇｅ　Ｓｃａｌｅ　Ｉｎｔｅｇｒａｔｉｏｎ：大規模集積回路）から構成されてい
るとしてもよい。システムＬＳＩは、複数の構成部を１個のチップ上に集積して製造され
た超多機能ＬＳＩであり、具体的には、マイクロプロセッサ、ＲＯＭ、ＲＡＭなどを含ん
で構成されるコンピュータシステムである。ＲＯＭには、コンピュータプログラムが記憶
されている。マイクロプロセッサが、ＲＯＭからＲＡＭにコンピュータプログラムをロー
ドし、ロードしたコンピュータプログラムにしたがって演算等の動作することにより、シ
ステムＬＳＩは、その機能を達成する。
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【０１０１】
　（３）上記の各装置を構成する構成要素の一部または全部は、各装置に脱着可能なＩＣ
カードまたは単体のモジュールから構成されてもよい。ＩＣカードまたはモジュールは、
マイクロプロセッサ、ＲＯＭ、ＲＡＭなどから構成されるコンピュータシステムである。
ＩＣカードまたはモジュールには、上記の超多機能ＬＳＩが含まれてもよい。マイクロプ
ロセッサが、コンピュータプログラムにしたがって動作することにより、ＩＣカードまた
はモジュールは、その機能を達成する。このＩＣカードまたはこのモジュールは、耐タン
パ性を有してもよい。
【０１０２】
　（４）本発明は、上記に示す方法で実現されてもよい。また、これらの方法をコンピュ
ータにより実現するコンピュータプログラムで実現してもよいし、コンピュータプログラ
ムからなるデジタル信号で実現してもよい。
【０１０３】
　また、本発明は、コンピュータプログラムまたはデジタル信号をコンピュータ読み取り
可能な記録媒体、例えば、フレキシブルディスク、ハードディスク、ＣＤ－ＲＯＭ、ＭＯ
、ＤＶＤ、ＤＶＤ－ＲＯＭ、ＤＶＤ－ＲＡＭ、ＢＤ（Ｂｌｕ－ｒａｙ　Ｄｉｓｃ）、半導
体メモリなどに記録したもので実現してもよい。また、これらの記録媒体に記録されてい
るデジタル信号で実現してもよい。
【０１０４】
　また、本発明は、コンピュータプログラムまたはデジタル信号を、電気通信回線、無線
または有線通信回線、インターネットを代表とするネットワーク、データ放送等を経由し
て伝送してもよい。
【０１０５】
　また、本発明は、マイクロプロセッサとメモリを備えたコンピュータシステムであって
、メモリは、コンピュータプログラムを記憶しており、マイクロプロセッサは、コンピュ
ータプログラムにしたがって動作してもよい。
【０１０６】
　また、プログラムまたはデジタル信号を記録媒体に記録して移送することにより、また
はプログラムまたはデジタル信号をネットワーク等を経由して移送することにより、独立
した他のコンピュータシステムにより実施してもよい。
【０１０７】
　（５）上記実施の形態及び上記変形例をそれぞれ組み合わせてもよい。
【０１０８】
　以上、図面を参照してこの発明の実施形態を説明したが、この発明は、図示した実施形
態のものに限定されない。図示した実施形態に対して、この発明と同一の範囲内において
、あるいは均等の範囲内において、種々の修正や変形を加えることが可能である。
【産業上の利用可能性】
【０１０９】
　本発明は、生産システムの作業計画の立案に有利に利用される。
【符号の説明】
【０１１０】
　１０　部品実装システム
　２０　基板
　２０ａ　実装基板
　１００　作業計画立案装置
　１１０　算出部
　１２０　作業計画部
　１３０　割当部
　１４０　報知部
　１５０　測定部
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　２００，２００ａ，２００ｂ　部品実装装置
　２１０ａ，２１０ｂ　実装ユニット
　２１２ａ，２１２ｂ　ヘッド
　２１４　部品カセット
　２１５ａ，２１５ｂ　部品供給部
　２１６ａ，２１６ｂ　部品検査部
　２２１ａ，２２１ｂ　ビーム
　２２２ａ，２２２ｂ　基板搬送レール
　２３０搬入口
　２４０　ビーム駆動ロボット
　３００　スクリーン印刷装置
　３０１　機能部
　３０２　機構部
　３０３　孔版マスク
　３０４　スキージ
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